
学校欠席者情報収集システムの
現状と今後の運営について

平成29年2月16日
日本学校保健会



本日の内容

1. 日本学校保健会について

2. 運営主体の変更に関する経緯

3. 現在の導入状況

4. 運営経費の課題現在のシステムを維持するた

めに必要な「システム改修」と新規導入につ

いて「お願い」等（検討中を含む）

5. 症候群サーベイランスホームページについて



公益財団法人 日本学校保健会

《会長》 横倉 義武 （公益社団法人 日本医師会会長）

《目的》 我が国における学校保健の向上発展に寄与する。

《創立》 大正９年に「帝国学校衛生会」として発足、平成２４年に公益財団
法人に移行、２０２０年に１００周年を迎える

《役員》 会 長 日本医師会会長
副会長 日本医師会常任理事、日本学校歯科医師会

日本薬剤師会
専務理事 日本医師会学校医会委員
常任理事 各支部代表・学識経験者
理 事 全国校長会・全国ＰＴＡ連絡協議会

関連団体（保健主事･養護教諭･学校栄養士他）

１． 日本学校保健会について



主な事業

保健管理の

改善

民間企業等の
健康教育事業
への連携・協力

健康教育のた
めの出版・販売

健康づくり推進
学校表彰

情報提供事業
衛生的な環境
整備の推進

児童生徒の健
康状態サーベ
イランス事業

保健学習の

支援

その他

薬物乱用防止教育

歯・口の健康管理等

医薬品に関する教育



科目 金額 割合

拠出金 29,767,105 16.3%

受取補助金等 45,102,000 24.6%

事業収益（斡旋・図書・広告料・推薦料等） 67,056,357 36.6%

賛助会員受取会費 27,335,000 14.9%

助成金収益 9,220,000 5.0%

受取寄附金 4,150,000 2.3%

基本財産運用益 226,908 0.1%

特定資産運用益 302,657 0.2%

雑収益 14,195 0.0%

合計 183,174,222 100%
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２．学校欠席者情報収集システムの運営主体変更に関する経緯（１）

*「保育界」2014年8月号記事より



２．学校欠席者情報収集システムの運営主体変更に関する経緯（２）



３．現在の導入状況（平成28年4月現在）

種別 幼稚園 小学校 中学校 高等学校
特別支援

学校
保育園 こども園

導入施設数（H28.4） 3,547 11,887 5,620 2,964 746 9,231 976

全国総施設数（H28） 11,252 20,313 10,404 4,925 1,125 23,447 3,533

システム導入率 31.5% 58.5% 54.0% 60.2% 66.3% 39.4% 27.6%

都道府県 指定都市

 学校導入率８０％以上 24 7

 保育園導入率80％以上　　 11 5



４．運営経費の課題

• 当初は、1県の加入率が80％越えると共に、1
サーバー増やす形式（1県1サーバー）で、平成
31年度には1600万円/年を超す維持管理経費概算
案で、事業見直しの結果コストダウンの必要に
迫られた

• 在り方検討委員会で、22台のサーバーを７台に
集約するなど約300万円のコストダウン

• 平成25年度には3社の協賛企業からそれぞれ300
万円の協賛金があったが、平成28年度をもっ
て、すべての企業が本事業の協賛から撤退



４．運営経費の課題

• 年間1000万円程度の運用維持経費（新規導入・研修
会を行わない最低限の維持費用）が必要

• 新規導入に必要な経費（新規登録、地図作成、書式
作成）の費用（平均的県で１県当たり100万円弱前
後）

• 膨れあがるデータのスリム化のためのシステム改修
費用

• 研修会開催費用

• 安定運用に対して関係団体と交渉中

• 安定運用のため、新たな賛助金制度なども検討中



５．システム改修と新規導入のお願い
（検討中を含む）

• 過去５年間以上前の素データ削除（アーカイブとして残
す）と、将来的に更なるデータスリム化

• 現在の利用者も含め、利用許諾の締結と本会への担当窓
口及び担当者の明確化

• 新規導入について、数施設単位の導入ではなく、区市ま
たは県単位で集約して導入のお願い

• 現仕様の「地図」と「届出様式」の作成については、導
入時に利用者負担化をお願いする方向で検討中

• 来年度の新規導入の申込みについて、年度当初に関係通
知送付予定



研修会について

• 研修会開催方式の変更

• 平成29年1月から従来のスタートアップ研修・フォロー
アップ研修については、出前形式の出張研修会を行わな
い。これは国立感染症研究所の方針でもある

• 来年度の研修会は、夏季に関東・近畿地区の2会場で実
施を検討中、詳細は在り方検討委員会にて協議中、年度
当初に開催通知送付予定

• システムに関する問合せ等は、都道府県･指定都市又は
市区町村の担当課が窓口となり、本会（感染研）にご連
絡ください。（問い合わせ等への対応も在り方検討委員
会にて協議中）



６．症候群サーベイランスホームページについて

本ホームページ
は、平成28年6
月に本会が感
染研に削除要
請を行って閉鎖
された。

平成28年12月27日現在





最後に
• 日本学校保健会と国立感染症研究所は、可能な限り、本システム利

用者(保育園含む）に不利益を与えないよう努力しています

• 本システムの利用実績報告や事例紹介など、利用者からもフィード
バックをお願いしたい

• 平成29年度より学校欠席者情報収集システムと保育園サーベイラン
スを一体化して、「学校等欠席者･感染症情報システム」に名称変
更を検討中

• 本システムについて、利用者・利用希望者は、本連絡先を厳守いた
だきたい

学校欠席者情報システム⇒日本学校保健会事務局

担当（柴田・永井） ℡03-3501-0968

E-mail：nagai@hokenkai.or.jp

保育園サーベイランス⇒国立感染症研究所

担当（宮間） E-mail:nursys@niid.go.jp


